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○豊見城市複合型福祉施設の設置及び管理に関する条例施行規則 

平成22年９月24日規則第21号 

改正 

平成28年３月30日規則第18号 

豊見城市複合型福祉施設の設置及び管理に関する条例施行規則 

豊見城市複合型福祉施設条例施行規則（平成14年豊見城市規則第19号）の全部を改正する。 

（趣旨） 

第１条 この規則は、豊見城市複合型福祉施設の設置及び管理に関する条例（平成22年豊見城市条

例第15号。以下「条例」という。）の施行に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（用語の意義） 

第２条 この規則で使用する用語は、条例において使用する用語の例による。 

（指定管理者の公募等） 

第３条 市長は、条例第３条の規定により指定管理者に施設の管理を行わせようとするときは、あ

らかじめ次に掲げる事項を明示し、指定管理者になろうとする法人その他の団体（以下「法人等」

という。）を公募する。 

(１) 施設等の概要 

(２) 指定管理者を指定して管理を行わせる期間 

(３) 指定管理者が行う管理の基準及び業務の範囲 

(４) 条例第６条の申請の資格及び方法 

(５) 条例第７条の規定による選定の基準 

(６) その他市長が必要と認める事項 

２ 市長は、前項に規定する指定管理者の公募をするときは、豊見城市役所掲示場又は市の広報若

しくはホームページへの掲載等必要な措置を講ずるものとする。 

（指定管理者の指定の申請） 

第４条 条例第６条の規定による指定を受けようとするものは、豊見城市複合型福祉施設指定管理

者指定申請書（様式第１号。以下「申請書」という。）に次に掲げる書面を添えて、当該指定に

ついて市長に申請しなければならない。 

(１) 施設の管理運営に関する事業計画書 

(２) 申請資格を有していることを証する書面であって、次に定めるもの 

ア 法人にあっては、当該法人の登記簿謄本 
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イ 法人以外の団体にあっては、団体の代表者の身分証明書 

ウ 定款、寄付行為、規約その他これらに類する書面 

エ 申請書を提出する日の属する事業年度（以下「事業年度」という。）の国税及び地方税の

納税証明書又は納税義務がない旨及びその理由を記載した申立書 

(３) 施設の管理に係る収支予算書 

(４) 法人等の経営状況を証明する書面であって、次に定めるもの 

ア 前事業年度の収支計算書若しくは損益計算書又はこれらに類する書面（既に財産的取引活

動をしている法人等のみ。ウにおいて同じ。） 

イ 前事業年度の貸借対照表及び財産目録又はこれらに類する書面（作成しているもののみ。） 

ウ 事業年度の収支予算書及び事業計画書 

エ 事業報告書を作成している場合にあっては、当該報告書 

オ 法人等の役員名簿及び組織に関する事項について記載した書面又はこれらに類する書面 

カ その他市長が必要と認める書面 

２ 前項第１号の事業計画書には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 

(１) 管理の基本方針 

(２) 業務運営計画 

(３) 事務管理計画 

(４) 安全対策計画 

(５) その他管理運営に関する計画 

（選定結果の通知） 

第５条 市長は、条例第７条の規定により指定管理者の選定をしたときは、法人等に対し、豊見城

市複合型福祉施設指定管理者選定結果通知書（様式第２号）により通知する。 

（再度の選定） 

第６条 市長は、前条の通知をした後、条例第７条において選定した指定管理者の候補者を指定管

理者に指定することが不可能となり、又は著しく不適当と認められる事態が生じたときは、その

選定を取り消し、条例第６条の規定により申請したもの（当該候補者を除く。）の中から再度指

定管理者の候補者を選定することができる。 

２ 市長は、前項の規定により選定を取り消すときは、当該指定管理者の候補者に対し、豊見城市

複合型福祉施設指定管理者選定取消通知書（様式第３号）により通知する。 

３ 市長は、第１項の規定により再度の選考を行ったときは、新たに選定された指定管理者の候補
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者に対し、豊見城市複合型福祉施設指定管理者再選定結果通知書（様式第４号）により通知する。 

（公募によらない指定管理者の候補者の選定等） 

第７条 市長は、条例第１条の規定による施設の設置目的を効果的かつ効率的に達成するため、公

共団体又は公共的団体に管理を行わせることにより事業効果が相当程度期待できるときは、第３

条の規定によらず、当該公共団体又は公共的団体を指定管理者の候補者として選定することがで

きる。 

２ 市長は、前項の規定により指定管理者を選定しようとするときは、条例第７条各号に掲げる選

定基準によるものとする。 

（指定管理者の指定） 

第８条 市長は、条例第７条の規定により指定管理者の指定をしたときは、速やかに指定管理者に

対し、豊見城市複合型福祉施設指定管理者指定書（様式第５号）を交付する。 

（協定の締結） 

第９条 市長は、指定管理者と施設の管理に関する協定を締結しなければならない。 

２ 前項の協定には、次に掲げる事項を定めるものとする。 

(１) 指定期間に関する事項 

(２) 施設の利用手続等に関する事項 

(３) 事業計画に関する事項 

(４) 事業報告及び業務報告に関する事項 

(５) 管理費用に関する事項 

(６) 指定の取消し及び管理業務の停止に関する事項 

(７) 管理業務を行うに当たって業務上知り得た秘密及び保有する個人情報の保護に関する事項 

(８) 事故及び損害の賠償に関する事項 

(９) その他市長が必要と認める事項 

（事業報告書の様式） 

第10条 条例第８条の事業報告書は、豊見城市複合型福祉施設指定管理者事業報告書（様式第６号）

によるものとする。 

（指定の取消し等） 

第11条 市長は、条例第９条の決定を命ずるときは、豊見城市複合型福祉施設指定管理者指定取消

等命令書（様式第７号）により行う。 

（休館日等） 
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第12条 指定管理者は、条例第11条ただし書の規定により休館日を定め、又は第12条ただし書の規

定により利用時間を変更するときは、豊見城市複合型福祉施設休館日等承認申請書（様式第８号）

により市長の承認を受けなければならない。 

（利用の許可） 

第13条 条例第13条第１項の規定により、施設を利用しようとするものは、別に指定管理者が定め

る利用の申請に係る書面により指定管理者に申請し、その許可を受けなければならない。 

２ 指定管理者は、条例第13条第３項の規定により利用の許可を行わなかったときは、当該利用の

許可を与えられなかったものに対し、指定管理者が別に定める利用の不許可に係る書面にその理

由を記載して通知しなければならない。 

３ 前２項及び条例第13条に定めるもののほか、利用の許可又は変更に関し必要な事項は、指定管

理者が別に定める。 

（施設の利用） 

第14条 前条の規定により許可を受けたものは、利用証又は許可証を所定の場所に提示しなければ

ならない。 

（利用料） 

第15条 施設の利用料は、無料とする。ただし、利用者が自ら使用する教材、飲食等の実費は利用

者負担とする。 

（その他） 

第16条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この規則は、平成23年４月１日から施行する。 

附 則（平成28年３月30日規則第18号） 

この規則は、平成28年４月１日から施行する。 
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様式第１号（第４条関係） 
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様式第２号（第５条関係） 
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様式第３号（第６条関係） 
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様式第４号（第６条関係） 
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様式第５号（第８条関係） 
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様式第６号（第10条関係） 
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様式第７号（第11条関係） 
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様式第８号（第12条関係） 

 


